様式第２号（評価項目算定用）

価格以外の評価点算定表（土木）
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配置予定技術者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	評　価　項　目
	区　　　　分
	評　価　点

（点）
	提　出　書　類
	提出枚数

	企　業　関　係
	工事成績評定
	対象工事件数：

合計点：
平均点：
	(C)


	・(様式第３号)企業工事成績対象工事一覧
	枚

　　　　

	
	企業の施工実績
	有り
	無し
	
	・(様式第４号)施工実績評価資料

・内容を証明できるもの（様式第４号（注）参照）
	枚

	
	災害時等への地域貢献
	協定締結
	有り
	無し
	
	・（様式第５号）災害時等地域貢献実績評価資料

・内容を客観的に証明できるもの（契約書の写し、写真等）
	枚

	
	
	出動実績
	有り
	無し
	
	
	

	
	優良工事表彰
	有り
	無し
	
	・館林市優良建設工事等表彰要綱により表彰された優良建設工事表彰状の写し（複数受賞しても、１枚で良い）
	枚

	技 術 者 関 係
	工事成績評定
	最　高　点：
	
	・（様式第６号）配置予定技術者工事成績対象工事
	枚

	
	施工経験
	有り
	無し
	
	・（様式第７号）配置予定技術者施工実績評価資料

・内容を証明できるもの(様式第７号(注)参照)
	枚

	
	所有資格
	(所有資格名)


	
	・合格証明書の写し
	枚

	
	優良工事表彰
	有り
	無し
	
	・館林市優良建設工事等表彰要綱により表彰された主任技術者等の表彰状の写し（複数受賞しても、１枚で良い）
	枚

	
	合 計 点
	
	


（注）

１　自己評価点を記入すること。

２　区分の欄は、該当する項目を　　で囲むと伴に、対象工事件数等必要事項を記入すること。

３　配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、本書はすべての技術者数分作成すること。なお、各技術者とも入札参加資格要件等を満たさなければならない。

４　企業関係の工事成績評定　評価点（Ｃ）は下記により算出すること。

　　　平均点　①８０点以上　　　　　　　　　　：４．０（点）

　　　　　　　②６５点以上を超え８０点未満　　：(合計点（Ｂ）／対象工事件数（Ａ）－６５)×４．０／１５（点）　　小数点以下第４位を四捨五入

　　　　　　　③６５点以下、対象評価点無し　　：０(点)
様式第３号（評価項目算定資料）
企業工事成績対象工事一覧
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　

	件 数
	発 注 者 名
	工  事  名
	工  事  箇  所
	工        期
	請負金額

（円）
	工事成績

評定点(点)
	受注形態

	①
	
	
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	
	
	

	⑥
	
	
	
	
	
	
	

	⑦
	
	
	
	
	
	
	

	⑧
	
	
	
	
	
	
	

	⑨
	
	
	
	
	
	
	

	⑩
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計点
	
	


（注）

１　入札日の属する前年度から過去３年間に竣工した当該工事に該当する種類別（土木一式、舗装、鋼構造物等）工事成績評定点を、全て記載すること。対象工事件数が多い場合は、適宜、行数又は枚数を増やすこと。

２　当該評価項目について実施を有しない場合は、本書の提出を要しない。

３　共同企業体の場合は、全体額を記入すること。

４　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。

様式第６号（評価項目算定資料）

配置予定技術者工事成績対象工事
工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配置予定技術者名：　　　　　　　　　　　　　　　　
	発 注 者 名
	工  事  名
	工  事  箇  所
	工        期
	請負金額

（円）
	工事成績

評定点(点)
	受注形態

	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　本工事に主任技術者又は監理技術者として配置する予定の技術者（以下「技術者」という。）について作成すること。

　　また、技術者を１人に特定できない場合は、複数の者を配置予定技術者とすることができる。この場合、本書はすべての技術者数分作成すること。なお、各技術者とも入札参加資格要件等を満たさなければならない。

２　本様式に記載された技術者が、現会社において、主任技術者又は監理技術者として携わった、入札日の属する前年度から過去３年間に竣工した当該工事に該当する種類別（土木一式、舗装、鋼構造物等）工事成績評定点の最高点を記載すること。

３　当該評価項目について実績を有しない場合は、本書の提出を要しない。

４　共同企業体の場合は、全体額を記入すること。

５　受注形態は、単体又は○○・□□ＪＶ（出資比率○○％）と記載すること。

